
荒尾市公共施設等個別施設計画改訂支援業務委託要求水準書 

 

１ 業務の名称 

  荒尾市公共施設等個別施設計画改訂支援業務 

 

２ 業務の目的 

荒尾市公共施設マネジメント計画（以下「マネジメント計画」という。）及び荒尾

市公共施設等個別施設計画（以下「個別施設計画」という。）について、令和３年４月

の策定から５年が経過することを踏まえ、施設の劣化状況等に関する現況調査を実施

し、施設の修繕・更新等の時期の分散・財政負担の平準化等を図り、施設の再編や統

廃合・長寿命化保全等の具体的な実施計画について検討し、マネジメント計画及び個

別施設計画を更新することを目的とする。改訂に当たっては、個別施設計画策定のた

めの指針としたマネジメント計画を個別施設計画に統合し、より効率的・効果的に行

うものとする。 

 

３ 業務委託期間 

  契約締結日から令和１０年３月３１日まで 

 

４ 対象施設 

  市が保有する５０施設（別添対象施設一覧参照） 

  ※対象施設一覧中、「２４ 道の駅ウェルネスあらお」及び「２９ 荒尾市保健・

福祉・子育て支援施設」は、計画対象施設ではあるが、令和８年度開設の新しい

施設のため、詳細な現況調査及びＬＣＣ（ライフサイクルコスト）の算定は想定

していない。 

 

５ 業務内容 

 ⑴ 計画の構成 

   業務の実施に際し、荒尾市公共施設等総合管理計画（以下「公管計画」という。）

その他関係資料の内容を十分に整理・把握するとともに、市民文化系施設個別施設

計画、社会教育系施設個別施設計画、スポーツ系施設個別施設計画、産業系施設個

別施設計画、子育て支援施設個別施設計画、保健・福祉施設個別施設計画、行政系

施設個別施設計画、供給処理施設個別施設計画の各計画とマネジメント計画を統合

し、計画期間は公管計画との整合性のため、令和１７年度（２０３５年度）までに

期間を見直すものとする。 

 ⑵ 各施設の現況調査及び施設カルテの更新 

   施設の状況や運営状況の把握のため調査を実施し、施設カルテを更新する。 



 ⑶ 費用の試算及び各施設の管理方針等の検討 

   施設の現況調査に基づき、施設の評価を行う。 

また、費用を算定し、維持管理上の課題、長寿命化に係る方針、再配置・管理方

針案等を取りまとめる。 

 ⑷ 計画書の作成 

   個別施設計画（８種）とマネジメント計画を統合するとともに、⑶の内容につい

て更新する。内容の見直し等に当たっては、適宜市と協議の上定めること。構成等

に関しては必要に応じ図やグラフ等を使用し見やすく作成すること。 

 ⑸ 実施体制 

   業務統括責任者及び公共施設総合管理計画又は個別施設計画策定等業務経験を

有する担当技術者を必要数配置すること。内、次のア～ウの資格のいずれかを有す

る者を１名以上配置すること。 

  ア 技術士（建設部門（都市及び地方計画）） 

  イ ＲＣＣＭ（都市計画及び地方計画） 

  ウ 一級建築士 

⑹ 運営支援等 

  受託者は、市が使用する資料等の作成、必要な助言、情報提供等の支援を行う。 

また、受託者と市との打ち合わせ協議については、計５回程度実施し、その他計

２回程度開催する庁内の会議に出席しサポートするとともに議事録の作成を行う。 

 

６ 成果品 

  ・現況調査報告書 電子データ 一式 

  ・施設カルテ １部、及び施設データベース 一式 

  ・個別施設計画 紙媒体１０部、及び電子データ 一式 

  ・その他関連資料 電子データ 一式 

  ※電子データは、ＰＤＦ（ＯＣＲ処理が施されたもの）に変換したもののほか、編

集が可能なワード、エクセル、パワーポイント形式のいずれかで納品すること。 

 

７ 特記事項 

 ⑴ 法令遵守 

   本業務の実施に当たっては、関係法令、通達等を遵守するものとする。 

 ⑵ 守秘義務 

   本業務を通じて知り得た秘密を第三者に漏らしてはならない。本業務が終了し、

又は解除された後も同様の義務を負う。 

 ⑶ 個人情報の取扱い 

   本業務に関連した個人情報の取扱いについては、個人情報の保護に関する法律



（平成１５年法律第５７号）、個人情報の保護に関する法律施行令（平成１５年政

令第５０７号）の規定を遵守しなければならない。 

 ⑷ 資料等の貸与 

   市が所有している資料（電子データを含む。）で、業務に必要なものは、受託者

に貸与するものとする。業務終了後、速やかに返還すること。 

 ⑸ 成果品の帰属 

   本業務による成果品及び派生する権利等の副産物は、全て市に帰属するものとす

る。 

なお、市の承諾を受けないで他に公表し、譲渡、貸与又は使用してはならない。 

 

８ その他 

  要求水準書に定めのない事項や業務実施に当たり疑義が生じた場合は、必要に応じ

て市と受託者の協議の上、定めるものとする。 


